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1. はじめに 
曝気循環対策は富栄養化した貯水池等における藍
藻類の増殖抑制対策として有効な手法であり適用例
も多い。効率的な適用のためには、貯水池規模に応
じた施設規模を導入することが必要である。こういった
観点の指標としては､湛水面積と吐出空気量とを用い
たｋ値 (丹羽ら1995a)が提案されているが、k 値がどう
いった水理状態に相当するのかは明らかではない。
対策による影響や効果を見積もる上では、k 値と水理
条件との対応が明らかになると有効である。本報告は、
既往知見に基づいて k 値と循環率との関係を考察し
たものである。 

2. k値の概要 
式１に、ｋ値の算定式(丹羽ら 1995a)を示す。 
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ここで、ｋ：貯水池規模と曝気循環装置の規模の比
率を表す施設規模の指標，ＱＢ’：曝気循環装置１基あ
たりの空気量[NL/min.]、Ａ’：(夏季における)湛水面積
[km2]である。式１の分子は循環流量の規模を示して
いる。平方根は循環水量は空気量の概ね平方根に比
例する(丹羽ら 1995b)特性を表現したものである。ま
た、曝気水深は一般に藍藻類の増殖抑制効果を得る
ために15～20mであることから、式１の分母は循環作
用を及ぼす貯水容量の規模を示している。したがって、
k値が大きいほど貯水池規模に対して曝気循環装置
による循環混合度合いが大きいことになる。 
式１をMSG単位系に直せば、QB’[NL/min.]=6・104・

QB[Nm3/s]およびA’[km2]=10-6・A[m2]より式２となる。 
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ここで、ＱＢ：曝気循環装置１基あたりの空気量
[Nm3/s]、Ａ：(夏季における)湛水面積[m2]である。τと
の関係考察のために､式２をＱBの形に直すと以下の
通りである。 
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3. 循環時間(τ) 
曝気循環流によって湖水が１回循環する時間を循
環時間(τ)と定義し、式４で表現する。 
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ここで､τ：曝気循環流の循環時間[s]、Ｖ：空気吐出

口上部の湖水容量[m3]、Ｑw：曝気循環装置によって
生じる循環流量[m３/s]である。 

4. τと kとの関係の考察 
以下に示すいくつかの仮定に基づいてτとkとの関
係を考察した。なお､曝気循環装置によって生じる循
環流量については、密度成層場において生じる二重
の気泡噴流(Double Plume)の構造と規模を直接解く
方法(Asaeda & Imberger 1993)も開発されているが、
本研究は k値とτの関係を概略的に把握することを目
的としていることから、解析的な扱いが可能な近似式
を用いることとした。こういった近似式は室内実験や現
地観測等に基づいたいくつかの方法が提案されてい
るが、ここでは多くの実験および現地観測データより
得られた経験式(浅枝ら1991)および、広域的に生じる
中層密度流 (intrusion)を測定した土研式 (丹羽ら
1995b)の複数の式を用いた。 
4.1 貯水容量 
貯水容量は､水深方向の貯水面積の減少による立
方体からの偏差率(rV)を用いて下式で近似した。 
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ここで､rV：水深方向の貯水面積の減少による立方
体からの偏差率[-]、Ａ：湛水面積(表層の水面積)[m2]、
H：曝気水深[m]である。 
4.2 曝気循環装置によって生じる循環流量 
(1) 浅枝らの式 
式６に浅枝ら(1991)による循環流量の近似式を示す。
これは､既往知見も含めて気泡流量としては 1.83×
10-7～6×10-1 [m3/s], 曝気水深としては 0.4～50[m]の
範囲の数多くの観測データを用いて得られたものであ
る。ただし、密度成層していない条件における連行流
量である。 
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ここで、Ｑw：曝気循環装置によって生じる循環流の
流量[m3/s]、Ｈ：曝気水深[m]、Lm：気泡の浮力の長さ

スケール[m]である。( ( )1/ 52
BLm Q g= ) 

式 6を曝気水深と空気量で整理すれば下式となる。 
7 /154 / 30.56w BQ H Q= ⋅ ⋅                    (7) 

(2) 土研式 
丹羽ら(1995b)は、現地観測や数値解析に基づいて、
気泡噴流そのものではなく貯水池全域に影響を与え
る広域的な密度流の規模を定式化している(式８)。 
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ここで、Ｑw：曝気循環装置によって広域的に生じる
中間密度流(intrusion)流量[m3/s]、Δρ：曝気吐出口
上部と表層の密度差[g/cm3]である。MSG 単位系にす
れば式８は、 

1/ 2 1/ 2132.3w B BQ H Q ρ= ⋅ ⋅ ⋅ ∆                (9) 
となる。 

4.3 τと k値との関係 
浅枝らの式(式７)を用いた場合は、τは下式で表現
される。 
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式 3 を代入すれば､τは k 値の関数として式 11 で
表現される。 
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また、土研式(式 9)を用いた場合は､τとk値との関
係は下式で表現される。 
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式 12に式３を代入すれば、 
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となる。 
図１に、式 11，13 に基づいて、k 値とτの関係を図
示する。一般的な貯水池の条件を想定して、rv は
0.5[-], Aは 106[m2], Hは 15[m]とした。土研式(式 13)
における密度差は同一貯水池であっても時間的に変
動することから、複数の密度差条件を解析した。曝気
循環対策時に生じる可能性がある条件として、N2(浮
力周波数)=1×10-3, 5×10-4,  1×10-4 [s-2]を用いた。
なお、これらは、水温差にして概ね 0.8℃、3.8℃、
7.7℃に相当する。式７と式９の循環流量の規模の違
いによって両式で数値は異なる傾向はあるが、いずれ
の場合においても k 値の増大に応じて循環流量は増
加することから、滞留時間は減少する。また、一般的
に藍藻類の増殖抑制効果のあるとされるk値が200か
ら300 の範囲(有馬ほか 2005)では、循環層全体の循
環時間として 5日以下であると推定される。 

5. 藍藻類増殖抑制効果との関係 
図１よりわかるように、土研式を用いた場合には密
度勾配に応じて同じ施設規模でも倍以上のτの変動
がある。近年の現地貯水池における曝気循環対策時
の藍藻類と成層強度(浮力周波数)との関係よりN2 < 
10-4 [s-2]において藍藻類の増殖が抑制されることが明
らかとなっている(古里ら 2003)。しかしながら、図１より
わかるように、こうした弱い成層強度では土研式では
循環流量が少なく推定されるために、滞留時間が長く
なってしまう傾向がある。しかし、施設規模あたりの循
環水量の増加という観点から例えば 10-3[s-2]レベルの
強い成層状態が好ましいと判断することは正しくない。
循環流の形成は藍藻類の増殖抑制のための手段で
あることから、対策適用にあたっては、藍藻類の増殖
抑制を図ることのできる条件を確保すべきである。 

6. 課題 
本研究により、施設規模の指標と循環混合層の循
環時間との関係が明らかとなった。しかしながら、適性
施設規模の明確化という観点からは以下の課題があ
る。藍藻類の増殖抑制のためには、暗所における藍
藻類の枯死(Furusato et al. 2004)と表層における安定
成層の形成抑制を図る必要がある。曝気循環対策実
施時には水平方向の３層流が生じることから、これら各
層における循環時間と上記要素との関係を考慮した
研究が必要である。さらに、適切な施設規模について
は現地調査や数値解析等の多面的な解析判断手法
により明らかにする必要がある。 
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図１ ｋ値と循環時間(τ)との関係 
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